
Ⅰ．はじめに

東アジアの国々は、ポスト冷戦時代の地理経済および地政学上の地域的配列

の変動によって途方もなく大きな問題に直面している。その問題の特徴は、い

わゆる「東アジア・モデル」の重要性低下と新自由主義的グローバリゼーショ

ンの影響力増大；資本蓄積拡大のための現存社会主義国の周辺地転換；１９９０年

代後半の金融危機に見られた財政的不安定さの増大；当該地域の再編成された

地政学；そして越境移民の増大、である。これらの問題は、金融資本がその力

を増すといったことに代表される、世界の地域的再編や中国の台頭という、ど

ちらもアメリカ・ヘゲモニー減退の結果として引き起こされているものである

（Arrighi,1994;2007;白承旭、２００６）。

中国は、当該地域における多くの国々の中で、こういった変化の最も顕著な

震源地である。中国は東アジアにおける新自由主義的な変化の主たる舞台であ

ると同時に、東アジアの将来を切り開く重要な先駆者である。また中国は、そ

の独自な特性により東アジアの発展モデルにおける目立った後継者でもある。

１９９０年代の中国は、主に、他の「移行経済」の行き詰まりとは対照的に経済

的に目覚ましい成果を上げたことで世界の関心を集めた。この時期、それはア

メリカ合衆国を除けばどこにも引けを取らない国際的な資本移動のブラック

ホールとして立ち現れていた。中国は、その脆かった財政インフラにもかかわ

らず、東アジアの金融危機において生き残り、そして２００１年のWTO加盟に向

けて更に攻勢的な門戸開放政策を追い求めていた。中国は、今でも膨大な量の
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トランスナショナルな資本移動を魅了し続けている。しかし、中国は経済改革

が始まった当初より、急成長と表裏一体関係にあった社会的な混乱という内的

な危機を避けて通ることができずにいた。中国の経済改革は、全世界に対して

その政治経済的なパワーが衰退しつつあるヘゲモニーがそれを再生しようとす

る、資本蓄積の新しい戦略としての新自由主義の国際的な隆盛と期を一にして

いる。従って、中国の顕著な経済パフォーマンスとますます不安定になってい

る社会統合は、同じ硬貨の両面であると言える。

Ⅱ．離脱［de-linking］」から再接続［re-linking］へ

１．ネオリベラル時代下の中国：軌跡と特徴
中国は、長期にわたって世界経済からの「離脱」から「再接続」という変化

をたどってきた。中国の「離脱」は世界経済からの切り離しと資本主義システ

ムからの切り離しという二つの様相を呈していた。その切り離しの過程は、中

国を最終的に一国社会主義に導くものであった。そしてこの過程は独特の敵対

的な状況による包囲網によって歪められ決定づけられたものであり、それが、

農村と都会の溝を結果としてもたらすような、中国の重工業に特化した急激で

しかも独立独歩の道の追求を余儀なくさせたのであった。中国は強い重工業の

土台づくりおよび急速な自給自足経済確立に成功し、制約を伴いながらも、ソ

ビエトモデルとは違った社会主義の形を模索することが可能であった。しかし、

国家主義的な野望を伴った内的な矛盾は、離脱の過程を強く促進したのと同様

に、致命的な障害となってしまった。

再接続は、共産主義者の理念を再生し新しい形態の政治を始めようと試みた

文化大革命に失敗した後に、アメリカ合衆国との関係改善を図ろうとした時点

で既に事実上始まっていた（白承旭、２００７）。毛沢東の死後、鄧小平によって権

力が掌握されるようになるまで、経済改革は加速し、世界経済への再接続の過

程が全力で追求された。この再接続過程は、離脱が二つの側面を持っていたの
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と同様に、世界経済への再接続と資本主義体制の修復という二つの側面を持っ

ていた。

国内的に、この過程は「国有」制度を、複合的な所有権構造へと変換するこ

とによって特徴づけられるものであった。その複合的な所有権構造とは、私的

所有の位置づけを高くし、そして都市の常用労働者の国家的保護と支援の道具

として機能した「労働単位制度」を分解することを強調したものであった。労

働単位制度の分解と、それと並行して起こる農村コミューンの分解ならびに農

村地帯における農業生産責任制の導入は、都市雇用における柔軟性の増大をも

たらし、ほとんどの国有企業における労働者のレイオフに帰結することとなっ

た１）。１９９０年代中頃からの現代企業制度の導入は、所有権や労使関係における

このような変化の中間決済のようなものであり、また更なる経済改革の始まり

であった。対外的に、国内市場は外国資本に対してより大きな間口で開放され

た。外国投資会社は、国際貿易を成長させる上でたいへん重要な使命を請け負

うことになった。海外直接投資の流入は、成長経済の資金調達において国内投

資よりもたいへん重要なものであった。中国の２００１年のWTO加盟は、自らの

門戸開放政策の絶頂であった。

２．時間と空間
中国の門戸開放政策と経済改革は、世界的な新自由主義の高まりと偶然の一

致をみているが、中国の状況は、経済の開放、国家の役割、そして産業の高度

化の度合いにおいて後進の東南アジア諸国と大きく異なっていた。東南アジア

の国々については、すでに有効な国家的保護がなされないままに国際的な規制

緩和や門戸開放の圧力にさらされており、先行した東アジア開発国の戦略を模

倣することに失敗してしまったのである。それらの国々は、確固たる金融政策

を推し進めることができずに、国内市場を保護し、それと整合性を持った未成

熟産業を後押しする産業政策に傾斜したのである。

反対に、中国はその独特の歴史的遺産と比較的良好な地理経済的環境があり、
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より良い条件に恵まれた。中国は他の東南アジアの国々とともに新自由主義的

なグローバリゼーションとトランスナショナル金融資本の増大する圧力を同じ

く受けたが、中国が持つ多くの利点により国際金融の不安定さによる致命的な

脅威を逃れることができた。

中国の利点および例外的な立場というものは、その独自の背景と東アジアに

おける特徴的な地理経済的な位置に由来するものである。

第一に、中国は東ヨーロッパの国々を含む他の第三世界諸国とは違い、対外

債務という外的圧力なしに経済改革計画を始めることができた。このことが中

国に余力を持って相対的に自由な形で初期段階の経済改革に臨むことを可能に

した。

第二に、中国の経済成長の主要な部分は海外直接投資によってもたらされた

ものであり、その大部分は、主に香港、台湾、またその他の東南アジアの国々

から、華僑資本として投資されたものであった。１９８０年代末から１９９０年代初頭

にかけての大きな成長期においては、海外直接投資の７０％が華僑資本によるも

のであった。華僑資本は１９９０年代中葉においてその海外直接投資における割合

を低下させたが、１９９０年代末の東アジア金融危機に際してはまたその力を取り

戻している。中国がすでに銀行部門において重大な財政問題を抱えていたにも

かかわらず、華僑による海外直接投資が中国資本市場に対して、東アジアの金

融危機を生き残るための緩衝作用を果たしたのである。

第三に、巨大な農村人口は、外国資本が流入する状況において、低賃金労働

力の確保を中国にとって可能にした。郷村企業（TVEs:townshipandvillage

enterprises）は、農村に保有されていた労働力の大群によって成長しつつあっ

た外国部門と同時に、１９８０年代および１９９０年代初頭において中国の経済成長に

貢献したもう一つのものであった。

第四に、中国の経済成長は、それぞれ違った生産水準をもった国々の国際分

業が東アジアという地域で行われているという、より広い図式を考えなければ

理解できない。これらの国々は、階層的な商品連鎖によって管理されたイン
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フォーマルな生産ネットワークによって統合されてきた。これらのネットワー

クは「多層的契約制度」と呼ばれ、日本をその頂点に配するものである

（Arrighietal.,1993;Arrighi,1994）。中国もまた、この地域における労働分業に

１９８０年代以降積極的に参加しているが、他の遅れて参入した諸国（例えば

ASEAN4）とはその状況が大きく違い、中国は底辺から中程度の製造業までた

いへん広い範囲に関与しており、さらに国家の絶大な交渉力を持っていた。

Ⅲ．「東アジア・モデル」との相似性：異時代下の相似２）

中国の発展モデルは、アングロサクソン型の経済完全自由化を後追いすると

いうよりも、むしろ主要な東アジア発展モデルの特色を保持しているように見

える。両者の類似性における主要な要素は、金融に対する国家管理、主要な活

動（中国における国有企業）に対する政府の直接的支援、政府経済省における

パイロット機関の重大な意味合いといったもの、そして、（台湾のような）国営

制と非国営制という二重構造、輸出市場への高い依存性、そして貯蓄比率の高

さといったものである。コーポレート・ガバナンスの改革でさえもこれらの基

本的な特性を変えてしまうことはない。

仮に株式市場が中国のコーポレート・ガバナンスを「グローバル・スタン

ダード」に転換させる主要な橋渡し役でないならば、（株式市場における上場

が未だに政府によって極めて厳しく制限されており、そして株式市場における

流動株の割合が上場企業にとってたいへん低くさえあり）、中国の国有企業の

構造が、株式市場を土台として成り立ち、株式市場の取引によって容易に売買

および合併されるアングロサクソン型の会社に追随することは少なくとも今の

ところはないだろう３）。

そして、中国の、主に銀行の資金調達における、間接金融市場への高い依存

度は、中国の経済制度を再編成する上で株式市場が主たる起爆剤ならないこと

を示している。その上、高い貯蓄率と海外直接投資が華僑資本および東アジア
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地域内における資本流入に大きく依存していることは、トランスナショナルな

金融資本がもたらす致命的な影響力に対して、中国政府が相対的な自律性を

持っているということを、特に中国が国際的な貸借にほとんど依存していない

ということを併せて考えれば、説明できるであろう。

東アジアにおける他の「発展国家」のように、中国政府もまた金融制度を統

制し、金融資産を特定の標的に向けることによって経済を誘導してきた。中国

はまた、底辺から中程度の参加者として、アメリカ合衆国、日本、東アジア間

の国際貿易および分業の三角構造に組み入れられている。計画経済は、重工業

を促進する産業政策の役割を引き受けてきた。直接融資の未発達に起因して、

国は金融資産の流れを支配し続けることができた。また、中国は目立った産業

政策を示していないが、過剰投資された重工業部門の巨大なインフラの存在は、

傾斜産業政策の必要性を小さくしている。

しかしながら、中国の発展の特色は、「東アジアの発展モデル」との相違点を

示すと同時に、また類似点をも示している。日本および韓国では、政府が契約

者貸付と傾斜産業政策を通して私的な大企業を集中的に支援し、それらの、系

列（keiretsu）あるいは財閥（chaebol）といった巨大組織が輸出指向の産業化

を先導することで海外直接投資は重要性をほとんど持たなくなってしまった。

これらの国と比較すると、中国の契約者貸付は国内市場向けの生産にたずさわ

る少数の国有企業へ供給されるにすぎない。しかしながら、輸出は、主として、

海外直接投資によって最も利益を得ると同時に政府による傾斜産業政策よりも

むしろ機能的産業政策によって間接的に支援されるところの中小規模の非国有

企業によって牽引されている。この構造が、国営制と非国営制の二重の体系を

成り立たせるものである。中国は、財務の分野において、メイン・バンクが従

属的な会社を指揮監督する権力を有する日本と異なっている。中国は、巨大企

業グループを形成する道を追い求めてはいるが、中国のグループは似たような

会社の対等合併によって支配に向かう傾向があり、韓国あるいは日本が異種の

連結によってビジネス・グループの多角経営化を示していることとも異なって
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いる。

従って、その二重の体系を持っているということにおいて、中国の経験は台

湾の１９７０年代と１９８０年代の経験と比較することがより重要であるといえる。

台湾の発展モデルもまた、公共部門と非公共部門の二重の経済構造に基づい

たものであった。他方で、中小規模の会社は輸出指向の経済を支えており、そ

してこれらの会社への投資は、銀行よりもむしろ場外取引市場から供給される

ものであった。これらの私的な会社のための産業政策は、部門の重点的支援よ

りもむしろ効果的であり、機能した。他方、１９６０年代終わりから公共部門の

会社は、輸入代替産業として発展してきた川上企業において特化された。こ

れらの会社の財務は、国営銀行に完全に依存しており、独占によって規模の経

済性を達成した。それらは、政府の支持によって急成長した（Wade,1990;

Haggard,1990）。ロバート・ウェイドは、台湾では「国営制が見られるが、（中

略）それは保護があってのことである」と述べている（Wade,1990:179）。

中国における公共部門はまた、政府によって必要とされた積極的政策および

傾斜産業政策に取って代わる役割を果たしてきた。国営制は、大部分の銀行が

国家によって所有され、そこからの融資が主要には国有企業に向けられている

ために市場を守ることができている。そしてまた、中国は、非公共部門が輸出

指向産業に特化しているが、公共部門が資本集約型および輸入代替産業に特化

するという点で台湾との類似を示している。内部留保金を除いた企業財務とい

う点からすれば、非公共部門がより海外直接投資あるいは非公式の借り入れに

依存しているのに対して、公共部門における基本的な財源の供給は決定的に銀

行融資に依存している。中国において国営制および非国営制から成り立ってい

るこの二重制度は、傾斜産業政策の必要性を減少させ、そして中国の産業政策

をより台湾の「柔軟な産業政策」に近づけるものである４）。

さらに他にも類似点はある。両国における株式市場に対する強い統制は、投

機的資本の自由な流入を妨げてしまっている。株式市場は非常に未発達のまま

で、それが吸収合併あるいは企業再編成のための重要な組織的道具になること
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ができていない。

中国がこの二重の構造を維持する限り、それは多くの台湾型の発展状態を保

持することになるだろう。

しかしながら、中国にとって、台湾の大きさを考えると、比較することが難

しく、台湾型のニッチ市場に照準を合わせた輸出指向の産業化を追い求めるこ

とは不可能である。中国では、国有企業が経済の占有率において大部分を保持

し、上流から下流部門までの幅広い範囲を占領している。しかしながら、台湾

において下流の部門を占拠する中小企業は、重要な活力のある機関である。財

務の分野において、中国の場外取引市場がたいへん未発達であるがために、中

小企業は財政資金を得ることに大きな困難を伴い、未だに国有企業が重要な役

割を果たせる状況にある。加えて、台湾が１９９０年代後半以来とってきた堅実な

財政政策と比較した場合、中国は、低金利での拡張的な財政政策を追い求めて

きている。

Ⅳ．地域貿易の興味深い特徴５）

中国の世界経済への編入が進むにつれ、海外直接投資が中国経済の膨張にお

いて果たす役割はますます重要になってきている。図１は、海外直接投資にお

ける流入の特徴を示している。それは、１９９０年代初頭まではたいへん低い程度

のままであった。しかし、表１に見られるように、この時期における華僑資本

の重要性を見落としてはいけない。この時期全体を通じて、流入した海外直接

投資の合計に対するシェアは常に７０％前後であった。１９９０年代初頭からは、流

入海外直接投資は大きくふくらみ始めた。この急上昇を担ったのは、日本、韓

国、シンガポールのような多くの東アジアの国々であった。この三国のシェア

は、表１にあるように、１９９２年の８.８％から１９９７年の２０.１％へと上昇している。

１９９５年以後の日本円の値下がりを反映し、東アジア諸国の経済状況は悪化し、

国内経済政策が再調整され、中国への資本流入を停滞気味にさせた。２０００年代
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の初期には中国のWTO加盟と域内の投資が増大したことで海外直接投資の流

入は再び急上昇した。２００４年には、中国に流入する海外直接投資の合計に対す

る東アジア諸国のシェアが７０％前後になっている（ここにはバージン諸島から

の投資も含まれている。なぜならば、そのほとんどが台湾人による間接的な投

資であると考えられるからである）。

中国が世界経済へ編入していくにあたって東アジア諸国の重要性は増してい

たが、そこには日本の目に見える役割と見えない役割の増加というものもあっ

た。日本からの海外直接投資の流入は香港や台湾ほど高くはなかったが、中国

経済における日本の役割と、日本経済における中国の重要性を過小評価するこ

とはできない。中国は日本の海外投資において最も重要な相手になっており、

２００２年以降はASEAN4を超えるようになっていた。日本の海外直接投資にお

ける二つの異なった方法、すなわち東アジアに重点化した製造業への投資、北

米とEUに重点化した金融資産・サービス投資およびローカル市場向け投資

（Machado,1995;今井宏、２００３;１６０-６３）について考えると、日本の増大する中

国向け投資は、製造業労働の地域分業にとって、中国が日本にとって最も重要

な工場となったことを意味していた。日本国際協力銀行の調査によると、中国
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図１ 中国・流入海外直接投資の変遷
＊出典：中國統計年鑑



が日本資本にとって最も見込みのある投資先の国であり、１９９０年代の初頭より

その投資における重要性において、当該地域で中国と比較に値する国は存在し

なかった（丸上貴司・春日剛・齋藤啓・鈴木まゆみ、２００４）。

日本資本は、他の外国進出の場合と同様に、中国へも多様な形を経て進出し

たが、その中でもODAは、１９９０年代に中国のインフラを確立する上で重要で

あった（Söderberg,1996:214;奥邨彰一、１９９８）。日本資本はハイリターンが期

待できたにもかかわらず、中国の不安定な政治状況への恐れから本土への直接

的な投資を躊躇していたため、香港が本土への重要な中継センターとなった

（BassinoandTeboul,1999:80;ChenandWong,1997;DelapierreandMilelli,

1999）６）。総合商社［Sogososa（ママ）］と日本の銀行は、日本企業がローカルな

状況に適応する上で重要な役割を果たした。また、日本の外国での拡張が新し
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表１ 中国への流入海外直接投資（主要国） 単位：十億ドル

２００４２００３２００２２００１２０００１９９９１９９８１９９７１９９６１９９５１９９４１９９３１９９２１９９１

１９０.００１７７.００１７８.６１１６７.１７１５５.００１６３.３６１８５.０８２０６.３２２０８.５２２０１.８５１９８.２３１７４.４５７７.０６２５.７９香港
５４.５０５０.５４４１.９０４３.４８２９.１６２９.７３３４.００４３.２６３６.９２３２.１２２０.８６１３.６１７.４８６.０９日本
３１.２０３３.７７３９.７１２９.８０２２.９７２５.９９２９.１５３２.８９３４.８２３１.６５３３.９１３１.３９１０.５３４.７２台湾
６２.５０４４.８９２７.２１２１.５２１４.９０１２.７５１８.０３２１.４２１５.０４１０.４７７.２６３.８１１.２０韓国
２０.１０２０.５８２３.３７２１.４４２１.７２２６.４２３４.０４２６.０６２２.４７１８.６１１１.８０４.９２１.２６０.５８シンガポール
３９.４０４１.９９５４.２４４４.３３４３.８４４２.１６３８.９８３２.３９３４.４４３０.８４２４.９１２０.００５.１９３.３０アメリカ合衆国
４８.００４２.７２４０.４９４４.８４４７.６５４７.９７４３.０９４４.３９３０.１３２２.６６１６.６０６８.００３.２３２.８６ヨーロッパ
６７.３０５７.７７６１.１７５０.４２３８.３３２６.５９４０.３１１７.１７５.３７３.０３１.２８０.１３０.０４バージン諸島
２０.４０８.６６１１.８０１０.６６６.２４３.７８３.２４１.５８０.５３０.１２ケイマン諸島

６０６.３０５３５.０５５２７.４３４６８.７８４０７.１５４０３.１９４５４.６３４５２.５７４２１.３５３７８.０６３３９.４６２７７.７１１１２.９２４６.６６合計

単位：％

２００４２００３２００２２００１２０００１９９９１９９８１９９７１９９６１９９５１９９４１９９３１９９２１９９１

３１.３３３.１３３.９３５.７３８.１４０.５４０.７４５.６４９.５５３.４５８.４６２.８６８.２５５.３香港
９.０９.４７.９９.３７.２７.４７.５９.６８.８８.５６.１４.９６.６１３.１日本
５.１６.３７.５６.４５.６６.４６.４７.３８.３８.４１０.０１１.３９.３１０.１台湾
１０.３８.４５.２４.６３.７３.２４.０４.７３.６２.８２.１１.４１.１０.０韓国
３.３３.８４.４４.６５.３６.６７.５５.８５.３４.９３.５１.８１.１１.２シンガポール
６.５７.８１０.３９.５１０.８１０.５８.６７.２８.２８.２７.３７.２４.６７.１アメリカ合衆国
７.９８.０７.７９.６１１.７１１.９９.５９.８７.２６.０４.９２４.５２.９６.１ヨーロッパ
１１.１１０.８１１.６１０.８９.４６.６８.９３.８１.３０.８０.４０.００.００.０バージン諸島
３.４１.６２.２２.３１.５０.９０.７０.３０.１０.００.００.００.００.０ケイマン諸島

１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０合計

＊出典：中國統計年鑑（１９９１-２００４）



い少数持ち株、サブコントラクト、ライセンシングによって占められているこ

とに目を向けるならば、中国に対する日本の実質的な影響力が、統計的数字に

よって見せられる像よりも、たいへん大きなものであることが想像できる。

中国・日本間の国際貿易の特徴は変化しつつあるが、その中でさらに興味深

い変化を見出すことができる。日本は、１９９３年までに中国とっての最大の貿易

パートナーとなり、そして中国は、２００１年までに日本にとって第二番目の輸出

国になり、２００２年までに最大の輸入国になった。中国・日本間の貿易は、日本

に起源を持つ外資系の企業を中心に動いているが、それらによって日本から中

国への輸出の５８.７％が、そして中国から日本への輸入の６７.５％が占有されてお

り、中国の国際貿易における外資系企業の平均シェアよりもその数字は高く

なっている（ジェトロ、２００３:１２）。

貿易において日本との協力関係が重要性を増すなかで、中国の国際貿易体制

の構造的変化が付随して起こった。貿易の構造的不均衡を相対的に分析するた

め、表２では日本の輸出における国ごとの偏重を示した。日本商品輸出偏重度

（JEB:JapanExportBiases）は、特定の物品において、所与の国におけるシェ

アが日本のその物品についての総輸出量においてどのような比重にあるかを計

算するもので、そのシェアの割合が日本の輸出全体から除法によってはじき出

される。日本商品輸出偏重度は、特定の物品が、日本の輸出全体の大きさに関

わりなく、所与の国にとってどの程度重要かを示すものである。それは、所与

の国にとって日本から輸出される特定の物品が不均衡な重要性を持っているこ

とを示すものである。

２０００年代初頭以来、中国における日本商品輸出偏重度の構造は韓国と台湾の

それと極めて似た状態になったことが見て取れる。これら三国において、化学、

鉄鋼、電子部品、科学機械類の日本商品輸出偏重度は他の部門より高くなって

いる。中国における日本商品輸出偏重度は、１９９０年代と２００２年では大きく異

なっているが、それは２０００年代初頭には韓国と台湾の構造により似た状態に

なっている。中国経済の構造は、日本に対してより付加価値の低い耐久性のあ
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表２ 日本の輸出商品偏重度（国別）

２００２１９９９１９９５１９９０１９８５

１.６１.７１.４２.２１.３化学製品中国
２.０２.０２.７４.０３.３鉄鋼
０.６０.５０.３０.１０.２事務機器
０.１０.１１.２５.４５.８映像機器
１.４０.９０.３０.７０.５半導体を含む電子部品
０.２０.１０.２０.１０.６自動車
０.５０.４０.３自動車部品
１.１０.７０.５０.４０.５科学・光学機器

１.９２.１２.０２.５３.２化学製品韓国
２.８２.６１.９１.８１.５鉄鋼
０.５０.４０.３０.４０.６事務機器
０.５０.２０.１０.１０.０映像機器
１.８１.９１.１２.０２.２半導体を含む電子部品
０.００.００.００.００.０自動車
０.６０.５０.５自動車部品
１.５１.１１.２０.６０.５科学・光学機器

１.９１.９２.０２.２２.９化学製品台湾
１.２１.５１.８１.７１.３鉄鋼
０.９１.１０.６０.６０.６事務機器
０.３０.２０.２１.４０.０映像機器
１.５１.３１.９２.２３.３半導体を含む電子部品
０.１０.１０.１０.１０.１自動車
０.５０.７０.９０.００.０自動車部品
２.８１.８２.１２.５２.２科学・光学機器

１.０１.３１.２１.２１.１化学製品香港
０.８１.３１.１０.８０.６鉄鋼
０.９０.６０.５０.６０.７事務機器
１.３１.４２.６２.６１.３映像機器
２.３２.０１.３１.６２.４半導体を含む電子部品
０.１０.２０.３０.２０.３自動車
０.１０.１０.１自動車部品
１.５１.００.８０.９１.２科学・光学機器

１.１１.４１.２１.４３.０化学製品タイ
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２.６３.１２.３２.６２.２鉄鋼
０.４０.５０.３０.２０.３事務機器
０.２０.１０.１０.２０.２映像機器
２.０１.７０.８０.６０.４半導体を含む電子部品
０.３０.３０.４０.３０.８自動車
１.６１.６１.５自動車部品
０.５０.４０.５０.３０.４科学・光学機器

０.８０.８０.８０.９１.１化学製品シンガポール
０.９１.０１.０１.３１.０鉄鋼
１.３１.４１.００.７０.７事務機器
０.８０.９１.３１.６１.０映像機器
２.６２.８２.７２.６３.１半導体を含む電子部品
０.３０.２０.２０.２０.１自動車
０.２０.２０.２自動車部品
０.８０.７０.６０.６０.７科学・光学機器

０.８０.７０.８０.８０.９化学製品ドイツ
０.１０.１０.１０.１０.１鉄鋼
１.３１.８２.０１.８２.４事務機器
２.３１.７１.２１.３０.７映像機器
０.９０.９１.１１.１２.２半導体を含む電子部品
０.８１.０１.４１.２０.８自動車
０.５０.４０.３自動車部品
１.５１.８２.１２.３２.８科学・光学機器

０.６０.６０.６０.５０.５化学製品アメリカ合衆国
０.２０.４０.３０.６０.６鉄鋼
１.３１.３１.７１.６１.４事務機器
１.４１.６１.３０.４０.５映像機器
０.３０.６０.９０.９０.８半導体を含む電子部品
１.８１.６１.５１.４１.５自動車
１.５１.５１.５０.００.０自動車部品
０.８１.２１.３１.１１.１科学・光学機器

＊出典：日本統計年鑑



る商品を提供する一方で、当該地域における他の準周辺国と同じように、日本

が供給する高価値が付加された川上の商品にますます依存するようになってい

ると思われる。換言すると、中国の経済は、日本から重要な部品の供給を受け

て低から中程度の技術を必要とする製造品の加工に特化することにより、東ア

ジアの分業体制に組み入れられたということである。それは、システム内にお

ける中国の地位の上昇にもかかわらず、日本の重層構造を持った契約制度が東

アジア地域のたいへん広い範囲に拡張したことを示している。

Ⅴ．金融パワーの出現とその衝撃

前述の通り、東アジア諸国の経験は、私たちが比較するときの何らかの基準

を与えてくれる。典型的な「東アジア・モデル」は、国家の先導的役割、保護

された国内市場、階層的地域間分業、米国市場への高い依存、世界の工場とし

て重要性が高まること、などといった特徴を含んでいる。しかし、世界的な新

自由主義体制の隆盛とともに、私たちは東アジアの将来的な道程を違った方向

に導く可能性のある要因を目の当たりにしている。そのうちの一つがアメリカ

合衆国を中心にした金融のグローバル化におけるパラドックスに関わったこと

である。

１９９０年代終わりに起こった東アジアの金融危機の後に、当該地域の大部分の

国はその危機から重要な教訓を得た。それは、仮にそれぞれの経済における金

融の脆弱性を克服する適切な財力を持たないならば、不安定な世界金融市場に

おける脆い立場により、深刻な財政危機に直面するかもしれないというもので

ある。

重要な結果のひとつは、当該地域における外貨準備の単位が増大したことで

ある。とりわけ中国は、２００７年には約１.５兆ドルに達する急激な上昇を見せ、並

ぶ者がないほどの外貨準備高を持つに至っている。

この状況は、グローバリゼーション時代の中国金融力増大に関わった二つの
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たいへん重要な様相を反映している。一方では、中国は、世界金融の舞台でた

いへん重要な立場を担うようになった。アメリカ合衆国は、その大規模な国債

（財務省短期証券）という形での財政支出によって、ますます東アジアの国々

にとっての債務国となる傾向を強めている。合衆国の負債者としての地位に

関って重要なことは、日本に次いで第二位の中国がそれ以下を寄せ付けていな

い点であろう。中国は輸出指向の経済の強みを持続するために価値に見合わな

い外貨準備高を保持していると言われている。アメリカ合衆国の巨大な経常収

支赤字は、中国が著しい元の高騰を受け入れることを余儀なくしている。しか

しながら、中国元の高騰でさえ合衆国の経常収支赤字の問題を解決することは

期待されていない。それは、元の高騰が中国による輸出を減らすことだけを意

味するのではなく、高付加価値輸入設備の需要が中国から減り、合衆国や他の

先進国からそのような設備の中国への輸入が減ることをも意味している。合衆

国の多大な圧力の後に受け入れられた元の値上がり自体でさえ、中国における

米ドルの重要性が低下することを意味する、ドルペッグ制からドルバスケット

制への移行を引き起こした。

他方では、外貨準備高の増加が中国の資本市場にとって致命的な財政的不安

定さの要素になるだろう。外貨準備高の増加は、インフレ圧力の増大のみなら

ず経済の過度の膨張を意味している。スタグフレーションの脅威は差し迫って

いる。しかし中国は、一方で、コントロール可能なレベルを超えた金融の不安

定性を増加させる可能性がある完全な変動相場制へ移行することはできないと

いうジレンマに直面する。元の急激な高騰はまた中国の輸出競争力を大きく損

ねることなしには実現不可能である。他方で、中国政府は、すでに手持ちの中

から外貨準備体制の変更といった他の方法を排除してきたために、新たに起こ

るインフレの脅威といった問題に対処するためにはマネタリー政策を使うこと

が唯一の方法である。２００３年以前は外貨準備の増大が、主に政府の政策に支え

られた輸出と流入海外直接投資の増大によってもたらされたが、特に２００３年以

降は、元の高騰を期待した外国の投機的資本が大量に中国の金融市場になだれ
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込んだ（ZhengandYi,2007:18）。

増加する外貨準備高に対する解決のひとつは、さらに有益で価値のある領域

に莫大な準備金を流すために、国の投資会社を設立することである。中国政府

はまた、予想される米ドルの下落を心配し、米国債有価証券に投資することと

は別の外貨準備高投資の方法を探っている。中国政府は外貨準備を使う新しい

公社を設立した。２００２年に、匯金公司（HuijinCorporation）が国内の４大商業

銀行再編成を目的として設立された。それらの銀行は、政府が事実上最大の株

主となって資金調達し、有限責任会社として再編された（李利明・曾人雄、

２００７）。

中国政府は、外貨準備高の３分の２を国内商業銀行の再編に、残りの３分の

１を投資利益のある領域へ流す計画を持っている。後者の目的のために２００７年

には最大の株主が政府であり、外貨準備高から２０００億ドルが投資された中國投

資公司（CIC＝ChinaInvestmentCorporation）が設立され、そして、中國投資

公司は匯金公司の最大株主となった。匯金公司と中國投資公司間の分業は、シ

ンガポールのTemasekとGIC（前者が戦略的投資に特化しているのに対し、後

者は有価証券買い付けによる間接投資に特化している）のそれとよく似ている

（張明、２００７:１１３）。

この基金は将来的な発展の余地が残されている。しかし、仮にそれが外国の

財政投資から収入を得るよりもむしろ国内需要を刺激するために投資されるの

であれば、主要国の金融資本の論理とは違ったものになるだろう。

Ⅵ．結論

この１０年間の合衆国経済の浮き沈みは、中国経済に機会と苦境を同時に与え

た。合衆国経済が金融中心の構造に変容し、その消費が主に東アジアを中心と

する外国の輸入品に大きく依存するようになると、中国は、合衆国国内市場の

ための主要な製造工場になった。そして、中国の合衆国市場への輸出増加およ
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びそれと同時に起こった中国への海外直接投資流入の増加が、近年、大幅な外

貨準備増大の主要な要因となっている。その外貨準備高の大きさは、金融パ

ワーの増大を表している。他方で、中国の経済成長が合衆国国内市場に多大に

依存していること並びに財政的な換金性が増していることは、中国経済を世界

金融の一触即発性や不安定で値動きの激しい世界にさらすことになっている。

中国は東アジアの発展モデルから多くの面を模倣しようと試みてきているし、

また、未だに日本の高い付加価値の機械設備に多くを頼っているが、「社会主

義」のもとで行われてきた輸入代替産業の遺産、トランスナショナルな金融パ

ワーからの相対的自律性、世界の製造業が中国へ集中している状況は、中国に

独自の道を発展させるための余力を与えている。中国社会の不安定さと社会力

との内的関係が、労働契約法の立法化と施行の過程から見れば明らかなように、

この道に多大な影響を与えうる、重要で立ち向かう価値のある要因となるであ

ろう。

註
１）中国における労使関係に関わる最近の状況についてはChen（２００７）;Lee（２００７）を

参照されたい。
２）この議論は、白承旭（２００５）においてさらに詳細に展開されている。
３）そして、中国の株式市場は、企業の資金繰りを支援する道筋というよりは、むしろ

国有企業の再編に着手するための道具であった（Naughton,2007:469;呉敬璉、２００１）。
４）台湾の国営制と非国営制の二重制度はまた、「ソフトな予算制約」と「厳格な予算制

約」という二重性をももたらしている（Wade,1990）
５）詳細な分析については、白承旭（２００５）も参照されたい。
６）１９９０年代、香港はまた日本と中国間の国際貿易にとって重要な物資集散地であった。

例えば１９９６年には、日本から香港へ輸出された物資の６２.１％が香港から再び輸出さ
れ、その７３.２％が最終的に中国に流れている（『香港經濟年鑒』１９９７、５６頁より算
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